
昨年3月29日に中部圏広域地方計画が国土交通大臣
決定されました。

概要は, “世界ものづくり対流拠点－中部”を将来像と
位置付け, 「世界最強・最先端のものづくり産業・技術のグ
ローバル・ハブ」「リニア効果を最大限化し都市と地方の
対流促進, ひとり一人が輝く中部」「南海トラフ地震など
の災害に強くしなやか, 環境と共生した国土」を目指し, 
具体的な10の取り組みが示されました。その中には, 環
太平洋・環日本海に拓く産業拠点形成, 昇龍道プロジェク
トの推進, 太平洋・日本海2面活用型国土構築等が進めら
れ, 地質調査業界の活躍する場面が期待されます。

さて, 昨年も日本列島では様々な災害が発生しました。
その中でも4月に発生した「平成28年熊本地震」は「右横
ずれ断層」型の内陸地殻内地震で, 14日の前震（M6.5）, 
16日の本震（M7.3）と2度にわたり最大震度7が観測さ
れたのは, 現在の地震計で観測するようになってから初
めてのことでした。

地震の規模は阪神・淡路大震災と同規模で, 住宅の
全壊・半壊が約4万棟, 一部損壊が約14万棟, 死傷者約
3,000名, 被害総額2.4～4.6兆円と甚大な被害をもたら
しました。

日本には約2,000の活断層が存在しており, 今回の熊
本地震により改めて「活断層」が注目されたことから, 今
年の「土と岩」65号の特集テーマとさせて頂きました。

さらに, 今まで台風の被害が少なかった東北から北海
道にも台風が上陸しました。特に北海道では, 観測史上
初めて1週間で3つの台風が上陸し, 鉄道や道路等が壊
滅的打撃を受けました。

国連大学が世界171カ国を対象に自然災害に見舞
われる可能性や対処能力を評価した「世界リスク報告書
2016年版」によると, 日本は総合順位で17位でした。自
然災害に見舞われる可能性は4位でしたが, インフラ整
備や対処能力, 適応能力が評価され17位となったもの
の, 先進国の中では際だって高く, 自然災害大国であるか
がわかります。

また, この地域では「南海トラフ巨大地震」に代表され
る大規模災害の発生が懸念され, 多くの人々が地盤や地
質の重要性を意識するようになりました。

一方, 2017年度の建設関連産業の市場は, 国土交通
省の公共事業関係予算として, 対前年比1.00の見通し
で, 予算要求の全体方針は, 

1）被災地の復旧・復興を加速
2）国民の安全・安心の確保
3）生産性の向上による成長力の強化
4）地域の活性化と豊かな暮らしの実現

とし, ストック効果の高い公共投資により経済成長を図る
と共に, 必要な公共事業予算を安定的・継続的に確保す
る。さらには品質確保, 施工時期の平準化やICTの活用等
によるi-Constructionを推進するとされています。

このようなニーズに対して, 我々が長年にわたり「ジオ・
ドクター」として培ってきた経験や技術により, 国民が安
全・安心に暮らせる国土形成や品質確保, 生産性向上に
ついて, 

1）「地質リスクマネジメント」を実施することによる効
率化

2）リスクコミュニケーション導入による効率化
3）地盤情報の集積, 構築並びに公表
4）地質関連技術者のスキルの活用

等に積極的な取り組みを提案しています。
当業界にとっても活躍する機会が広がっていくと期待

するところです。
中部地質調査業協会は, 平成29年2月22日の臨時総

会において「任意団体」から「一般社団法人」への移行に
ついて, 満場一致で決定いたしました。一般社団法人の
取得は, 当協会の社会的地位や認知度の更なる向上に繋
がると共に, 今後は幅広く社会貢献出来る団体として発
展していけるものと確信しています。さらには, 当業界が
抱えている, 現場のフォアマン, 技術者の担い手不足, 若
者の離職等の深刻な問題解決の一助となればと考えて
います。

今後も, 中部地質調査業協会員59社, 賛助会員11社, 
愛知, 岐阜, 三重, 静岡の四支部が連携をはかり, 地盤・
地質の専門家として地域社会に貢献し, 次世代の若者に
対して, 「おもしろいぞ, やり甲斐があるぞ」といえる魅力
のある業界に向けて努力して参りますので, より一層のご
支援, ご指導を賜りますようお願い申し上げます。
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